
地域医療構想に関する国の動きと県の対応について

資料２

今後、国の通知等を踏まえ、改めて地域医療構想の進め方を検討していくことになるが、現時点で次のように対応
していきたい。

（１）地域医療構想と感染拡大時の取組との関係
新興感染症等の感染拡大時における医療提供体制の確保に関する事項の医療計画への位置付け

（良質かつ適切な医療を効率的に提供する体制の確保を推進するための医療法等の一部を改正する法律
R6.4.1施行）
参考 感染拡大時の短期的な医療需要には機動的に対応することを前提に、地域医療構想については、将
来の必要病床数の推計等の基本的な枠組みは維持しつつ、着実に取組を進めていく。（「医療計画の見直
し等に関する検討会」R2.12.15）

（２）第８次医療計画の策定に向けた検討
第８次医療計画の策定に向け、「第８次医療計画等に関する検討会」を立ち上げるとともに、地域医療

構想については集中的に検討する必要があるとして、ワーキンググループを設置。

（３）地域医療構想の実現に向けた今後の取組
公立・公的医療機関等において、具体的対応方針の再検証等を踏まえ、着実に議論・取組を実施するとと

もに、⺠間医療機関についても、改めて対応方針の策定を進め、地域医療構想調整会議の議論を活性化。

１ 国の主な動向

２．本県の対応（今後の進め方）
国の動向を注視しながら、また、新型コロナウイルス感染症などの新興感染症等の感染拡大した際の医療提

供体制への影響にも留意しつつ、引き続き、地域医療構想の実現に向け、調整会議で議論を進めていくことと
する。
具体的対応方針の再検証については、対象病院から示された方針に基づき、今後示される工程を踏まえ、必

要に応じ見直し協議をしていく。
県作成資料



良質か つ適 切な 医療 を効 率的に提 供する体制の確保を推進するため の医療法等の
⼀部を 改正 する 法律 の概 要

良質かつ適切な医療を効率的に提供する体制の確保を推進する観点から、医師の働き⽅改⾰、各医療関係職種の専⾨性の活⽤、地
域の実情に応じた医療提供体制の確保を進めるため、⻑時間労働の医師に対し医療機関が講ずべき健康確保措置等の整備や地域医
療構想の実現に向けた医療機関の取組に対する⽀援の強化等の措置を講ずる。

改 正 の 趣 旨

＜Ⅰ．医師の働き方改革＞
⻑時間労働の医師の労働時間短縮及び健康確保のための措置の整備等（医療法）【令和６年４⽉１⽇に向け段階的に施⾏】
医師に対する時間外労働の上限規制の適⽤開始（令和６年４⽉１⽇）に向け、次の措置を講じる。
・ 勤務する医師が⻑時間労働となる医療機関における医師労働時間短縮計画の作成
・ 地域医療の確保や集中的な研修実施の観点から、やむを得ず⾼い上限時間を適⽤する医療機関を都道府県知事が指定する制度の創設
・ 当該医療機関における健康確保措置（⾯接指導、連続勤務時間制限、勤務間インターバル規制等）の実施 等

＜Ⅱ．各医療関係職種の専⾨性の活⽤＞
１．医療関係職種の業務範囲の⾒直し（診療放射線技師法、臨床検査技師等に関する法律、臨床⼯学技⼠法、救急救命⼠法）【令和３年10⽉１⽇施⾏】
タスクシフト/シェアを推進し、医師の負担を軽減しつつ、医療関係職種がより専⾨性を活かせるよう、各職種の業務範囲の拡⼤等を⾏う。

２．医師養成課程の⾒直し（医師法、 ⻭科 医師 法） 【①は令和７年４⽉１⽇／②は令和５年４⽉１⽇施⾏等】 ※⻭科医師も同様の措置
①共⽤試験合格を医師国家試験の受験資格要件とし、②同試験に合格した医学⽣が臨床実習として医業を⾏うことができる旨を明確化。

＜Ⅲ．地域の実情に応じた医療提供体制の確保＞
１．新興感染症等の感染拡⼤時における医療提供体制の確保に関する事項の医療計画への位置付け（医療法）【令和６年４⽉１⽇施⾏】
医療計画の記載事項に新興感染症等への対応に関する事項を追加する。

２．地域医療構想の実現に向けた医療機関の取組の⽀援（地域に おける医療及び介護の総合 的な 確保の促進に関する法 律）【公布⽇施⾏】
令和２年度に創設した「病床機能再編⽀援事業」を地域医療介護総合確保基⾦に位置付け、当該事業については国が全額を負担する
こととするほか、再編を⾏う医療機関に対する税制優遇措置を講じる。

３．外来医療の機能の明確化・連携（医療 法） 【令和４年４⽉１⽇施⾏】
医療機関に対し、医療資源を重点的に活⽤する外来等について報告を求める外来機能報告制度の創設等を⾏う。

＜Ⅳ．その他＞ 持ち分の定めのない医療法⼈への移⾏計画認定制度の延⻑ 【公布⽇施⾏】

改 正 の 概 要
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新 興 感 染 症 等 の 感 染 拡 ⼤ 時 に お け る 医 療 提 供 体 制 の 確 保 に 関 す る 事 項 の 医 療 計 画
へ の 位 置 付 け

○ 新興感染症等の感染拡⼤時には、広く⼀般の医療提供体制にも⼤きな影響（⼀般病床の活⽤等）
○ 機動的に対策を講じられるよう、基本的な事項について、あらかじめ地域の⾏政・医療関係者の間で議論・準備を⾏う必要

＜改正の概要＞
都道府県が作成する「医療計画」の記載事項に「新興感染症等の感染拡⼤時における医療」を追加
○ 詳細（発⽣時期、感染⼒等）の予測が困難な中、速やかに対応できるよう予め準備を進めておく点が、災害医療と類似

⇒ いわゆる「５事業」に追加して「６事業」に
※５事業︓救急医療、災害時における医療、へき地の医療、周産期医療、⼩児医療（⼩児救急医療を含む）

○ 今後、厚⽣労働省において、計画の記載内容（施策・取組や数値⽬標など）について詳細な検討を⾏い、「基本⽅針」（⼤⾂告⽰）
や「医療計画作成指針」（局⻑通知）等の⾒直しを⾏った上で、各都道府県で計画策定作業を実施
⇒ 第８次医療計画（2024年度〜2029年度）から追加

◎具体的な記載項目（イメージ）
【平時からの取組】
● 感染拡⼤に対応可能な医療機関・病床等の確保

（感染拡⼤時に活⽤しやすい病床や転⽤しやすいスペースの整備）

● 感染拡⼤時を想定した専⾨⼈材の確保等
（感染管理の専⾨性を有する⼈材、重症患者に対応可能な⼈材等）

● 医療機関における感染防護具等の備蓄

● 院内感染対策の徹底
クラスター発⽣時の対応⽅針の共有 など

【感染拡⼤時の取組】
● 受⼊候補医療機関

● 場所・⼈材等の確保に向けた考え⽅

● 医療機関の間での連携・役割分担 など
（感染症対応と⼀般対応の役割分担、医療機関間の応援職員派遣）

※ 引き続き、厚⽣科学審議会感染症部会等における議論の状況も踏まえつつ、記載項⽬や、施策の進捗
状況を確認するための数値⽬標等について、具体化に向け検討。
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改 正 の 背 景

改 正 の 概 要

 令和３年８月１３日 
第１回地域医療構想アドバイザー会議資料 
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今般の 新型 コ ロ ナウ イル ス感染 症の感染拡⼤時 の 受入体制（ イメージ ）

14

感染症病床

感染症受⼊病床
への転⽤

（ゾーニング等）

臨時の医療施設

感染拡大時の対応
（感染症に係る短期的な医療需要への対応）

⼀般病床
療養病床

感染症病床

臨時増床

⼀般病床
療養病床

感染症発生初期の対応

マンパワー
活用

平時

稼働病床の⼀時休床
（マンパワー確保）

感染症病床

マンパワー
活用

稼働病床の⼀時休床
・マンパワー確保
・感染防止対策
（ゾーニング等）

宿泊療養施設

第28回地域医療構想に関するワーキンググループ（令和２年11⽉5⽇）資料より  国作成資料 



地 域 医 療 構 想 の 実 現に 向 けた 医 療 機 関 の 取組 の ⽀ 援

（２）再編計画の認定（税制上の優遇）
○ 複数医療機関の再編・統合に関する計画（再編計画）について、厚⽣労働⼤⾂が認定する制度を創設
○ 認定を受けた再編計画に基づき取得した不動産に関し、登録免許税を優遇（租税特別措置法により措置）

再編・統合を検討している
複数医療機関

①再編計画を策定 地域医療構想調整会議（各都道府県）

②地域医療構想
調整会議に諮る

③調整会議で協議した
結果を証する確認証 提出された再編計画について、地域医療構想と

整合性がとれているものであるか協議を実施

④厚⽣労働省へ再編計画を提出
（都道府県を経由）

再編計画が認定要件を満たすか確認
要件を満たす場合に認定

厚⽣労働⼤⾂（厚⽣労働省）
⑤再編計画の認定

（１）病床機能再編⽀援事業を全額国費の事業として地域医療介護総合確保基⾦へ位置付け
○ 令和２年度限りとして措置された「病床機能再編⽀援事業（※）」について、消費税財源を活⽤した地域医療介護総合確保基⾦の
中に位置付け、全額国負担の事業として、令和３年度以降も実施
※ 地域医療構想調整会議等の合意を踏まえて、病床機能を再編し、⾃主的な病床削減や病院統合を⾏う医療機関に対し、財政⽀援を実施

⑥再編計画を認定した旨を
都道府県へ通知

＜認定プロセス＞

○ 地域医療構想の実現に向けて積極的に取り組む医療機関に対し、病床機能や医療機関の再編を⾏う際の課題（雇⽤、債務承継、初
期投資など）に対応するための⽀援が必要

登録免許税
の優遇
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改 正 の 背 景

改 正 の 概 要

 令和３年８月１３日 
第１回地域医療構想アドバイザー会議資料 

 国作成資料 



施⾏⽇ ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度
主な改正内容

⻑時間労働の医師の労働時間短縮及
び健康確保のための措置の整備等

R6.4.1に向
け段階的に
施⾏

医療関係職種の業務範囲の⾒直し R3.10.1施
⾏

医師養成課程等の⾒直し
※⻭科は医科のそれぞれ１年後に施⾏

R5.4.1施⾏
※受験資格の

⾒直しは
R7.4.1施⾏

新興感染症等の感染拡⼤時における
医療提供体制の確保に関する事項の
医療計画への位置付け

R6.4.1施⾏

地域医療構想の実現に向けた医療機
関の取組の⽀援 公布⽇施⾏

外来医療の機能の明確化・連携 R4.4.1施⾏

持ち分の定めのない医療法⼈への移
⾏計画認定制度の延⻑ 公布⽇施⾏

公布

施⾏に向け
た検討

外来機能報告等の実施 （施⾏状況等を踏まえ、改善検討）

外来医療計画ガイド
ライン⾒直し検討

外来医療計画
⾒直しの検討 ８次医療計画（外来医療計画を含む）に基づく外来機能の明確化・連携の推進

⽀援の実施

基本⽅針等の改正 第８次
医療計画
策定作業

第８次
医療計画
（上半期）

※登録免許税の優遇措置は
令和４年度まで

※新興感染症等対応を含む
５疾病６事業・在宅医療
等について検討

第８次
医療計画
（下半期）

労働時間短縮計画の案の作成

医療機関勤務環境評価セン
ターによる第三者評価

都道府県による特例⽔準対
象医療機関の指定

労働時間短縮計画に基づく取組み
特例⽔準適⽤者への追加的健康確保措置
定期的な労働時間短縮計画の⾒直し、評価受審

医師国家試験の受験資格において共⽤
試験合格を要件化

タスクシフト／シェアの推進

共⽤試験の内容等の検討

制度の運⽤、令和５年10⽉
以降の制度の検討

審査組織による
C-2⽔準の個別審査

施⾏

主な改 正内 容 に 関す る施 ⾏スケ ジュール
令和3年6⽉3⽇
医療部会資料
（⼀部修正）

医師法に基づく共⽤試験の実施
（合格者は臨床実習において医業を実施）
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2040年の医療 提供体制 を⾒据え た改革

23

Ⅱ.医師・医療従事者の働き⽅改⾰
（医師の時間外労働に対する
上限規制︓2024年度〜）

① 医療機関における労働時間管理の適正
化とマネジメント改革

② 上⼿な医療のかかり⽅に向けた普及・啓
発と患者・家族への支援

Ⅲ.実効性のある医師偏在対策
（偏在是正の⽬標年︓2036年）

① 地域及び診療科の医師偏在対策
② 総合診療専⾨医の確保等のプライマ
リ・ケアへの対応

Ⅰ.医療施設の最適配置の実現と連携
（地域医療構想の実現︓2025年まで）

① 全ての公⽴・公的医療機関等における具体的対応⽅針の合意形成
② 具体的対応⽅針の検証と地域医療構想の実現に向けた更なる取組

⼀体的に推進
総合的な医療提供体制改革を実施

 国作成資料 



地域の合意に基づく取組の具体化
・ 「重点⽀援区域」の技術的⽀援等を活⽤した、複数医療機
関による病床機能再編の検討

・ 地域医療介護総合確保基⾦（病床機能再編⽀援事業を含
む）や税制優遇を活⽤した取組の実施 など

地域の取組厚⽣労働省の取組

【都道府県による議論活性化に向けた取組】
○地域医療構想調整会議（構想区域単位、都道府県単位）の定
期的な開催

○病床機能報告や各種データ等の提供
○地域医療構想アドバイザーによる議論活性化

【議論活性化に向けた技術的⽀援】
○データ・情報の提供
・ 病床機能報告など
・ 重点⽀援区域など具体的な事例

○研修会等の開催
・ 医療政策研修会（都道府県職員対象）
・ 地域医療構想アドバイザー会議
・ トップマネジメント研修（病院管理者対象）

○地域・医療機関のニーズに応じた⽀援
・ 都道府県の申請に基づき国が選定した「重点⽀援区域」に対し、ニーズ

に応じた技術的⽀援（データ分析等）を実施

＊ 今後、地域のさらなる議論活性化に向け、都道府県の依頼に応じて、
きめ細かな⽀援を実施
・ 県内（区域内）の議論を踏まえたデータ分析の⽀援
・ 県内（区域内）の医療機関向け、⾸⻑向け、住⺠向け説明会等の開

催⽀援 等

【病床機能再編の取組に対する財政⽀援等】
○地域医療構想調整会議における合意を前提に、病床機能再編の
取組に対して財政⽀援等を実施

・ 地域医療介護総合確保基⾦により、病床機能再編に必要な施設・設備の整
備に対する財政⽀援や、病床減少に伴う様々な課題に対応するための財政⽀
援（病床機能再編⽀援事業）を実施

・ 都道府県の申請に基づき国が選定した「重点⽀援区域」に対し、手厚い財
政⽀援（病床機能再編⽀援事業の加算）を実施

・ ⼤⾂認定を受けた「再編計画」に基づき取得した不動産に関する税制優遇
措置（登録免許税）を実施

＜実績＞重点⽀援区域︓11道県14区域
病床機能再編⽀援事業︓33道府県143医療機関（Ｒ２年度）

具体的な病床機能再編

地域医療構想調整会議等における議論の活性化
・ 地域の医療ニーズや医療機能の把握・共有
・ 個々の医療機関における取組の⽅向性
・ 「重点⽀援区域」「再編計画」等の活⽤ など

構想区域における議論

地域医 療構 想 の 実現 に向 けた取 組（全体像）

地域の
ニーズに

応じた⽀援
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今 後 の 検 討 事 項 （ 案）

(1) 各地域における検討・取組状況に関するさらなる把握
〇 再検証対象医療機関における具体的対応⽅針の再検証
〇 ⺠間医療機関も含めた再検証対象医療機関以外の医療機関
における対応⽅針の策定（策定済の場合、必要に応じた⾒直しの検討）

(2) 地域における協議・取組の促進策に関する検討
〇 新型コロナ対応の経験も踏まえた、地域医療構想調整会議など都道府県による取組の在り⽅
〇 積極的に検討・取組を進めている医療機関・地域に対する⽀援の在り⽅ 等

(3) 2025年以降を⾒据えた枠組みの在り方に関する検討

(1) 各都道府県における計画の策定状況や取組状況に関するさらなる把握

(2) 次期医師確保計画の策定（ガイドライン改定）に向けた検討
〇 医師偏在指標や医師多数区域・医師少数区域の在り⽅
〇 医師の確保の⽅針や⽬標医師数の在り⽅
〇 医師確保に向けた効果的な施策の在り⽅ 等

⼀体的に取り組むための
具体的方策

※ 新型コロナウイルス感染症への対応状況に配慮しつつ、
各地域において地域医療構想調整会議を主催する都道府県
等とも協議を⾏い、具体的な⼯程の設定について検討
（2023年度に各都道府県において第８次医療計画の策定作
業が進められることを念頭に置き、2022年度中を⽬途に地
域医療構想の実現に向けた地域の議論が進められているこ
とが重要となることにも留意）

１ ． 地 域 医 療 構 想

２ ． 医 師 偏 在 対 策 （ 医 師 確 保 計 画 ）
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第 ８ 次 医 療 計 画 に 向け た 取組 （ 全 体 イ メ ージ ）

医療計画 新興感染症 地域医療構想 医師確保計画 外来医療計画

R３
[2021]

４〜６⽉
外来機能報告等に関するWG開催

７〜９⽉

10〜12⽉
外来機能報告等に関する取りまとめ

１〜３⽉
・総論（医療圏、基準病床数等）
・各論（５疾病、６事業、在宅等）

について各検討会等での
議論の報告

ガイドライン改正に向けた検討 ガイドライン改正に向けた検討

R４
[2022]

４〜６⽉

７〜９⽉

10〜12⽉
報告書取りまとめ
（基本方針改正、医療計画作成指針等の改正 等）

報告書取りまとめ
（ガイドライン改正等）

報告書取りまとめ
（ガイドライン改正等）

１〜３⽉
基本方針改正（告示）
医療計画作成指針等の改正（通知）

ガイドライン改正（通知） ガイドライン改正（通知）

R５[2023]
第８次医療計画策定 次期医師確保計画策定 次期外来医療計画策定

R６[2024]
第８次医療計画開始 次期医師確保計画開始 次期外来医療計画開始

R７[2025]

医療部会（6/3）

国

都
道
府
県

感染症対策に関
する検討の場と
連携しつつ議論

地域医療構想及び医師確保計画に関するWG開催

地域医療構想の
推進

第８次医療計画等に関する検討会 開催

令和3年6⽉18⽇
第８次医療計画等に関する検討会資料（⼀部改）
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